
Ⅲ 重点項目 １．人口減少対策

自然増減

出典：住民基本台帳人口移動報告（総務省）から集計

年齢階層別人口移動（過去10年(2014→2023)累計）婚姻数と出生数の推移（2014年から2023年まで）

（１）取組の考え方・方向性

社会増減

◆婚姻数、出生数ともに減少が続き、10年で３割超の減
◆合計特殊出生率1.07（過去最低、全国45位）

◆年齢階層別人口移動によると、10代後半は進学による転入超過
20代前半は就職等により転出超過

◆全世代でみると、コロナ禍で一時回復も、2023年は再び転出超過

◆若者や女性に選ばれる環境整備、質の高い雇用の創出が必要
◆外国人材に対する一層の受入体制の整備を促進

結婚、妊娠・出産、子育てのライフステージに応じた切れ目の
ない支援として、結婚や妊娠・出産を望む方が希望を叶えられ
る環境の整備、子育てしやすい環境の整備を継続

出典：人口動態統計（厚生労働省）

進学による転入

就職等による転出
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（２）自然増に向けた対策（R7の主な取組 約9.4億円）

不妊検査費用助成事業 36,500千円

子どもを望む夫婦の不妊検査費用を助成
※１回につき30千円を上限に、市町村の助成事業を補助
（拡充）対象を夫婦１回→１子につき１回

不妊治療医療助成事業 150,000千円

先進医療として実施される不妊治療費用の助成
※1回につき50千円を上限に、市町村の助成事業を補助

若い世代への少子化対策強化事業 55,182千円

AIマッチングシステムによる結婚希望者への支援等

産後ケアサービス受皿確保支援事業 153,000千円

産後ケア事業の受け皿確保に要する費用を助成
(拡充)助成メニューにハード整備費用を追加

男性育休取得奨励金 21,000千円

男性が育児休業を取得する中小企業への支援

子育てと仕事の両立のための
多様な働き方支援事業 35,602千円

「みやぎ女性のキャリア・リスタート支援センター」の運営

授乳室設置促進事業 52,418千円

県産材を活用した置き型授乳室などの設置費用を助成

少子化対策支援市町村交付金 317,000千円
市町村が行う地域の実情に応じた少子化対策の支援
※市町村からの独自提案メニューにハード整備を追加

結婚や妊娠・出産を望む方が
希望を叶えられる環境の整備 子育てしやすい環境の整備

Ⅲ 重点項目 １．人口減少対策

結婚応援パスポート・
子育て支援パスポート普及事業 117,600千円
切れ目のない支援の充実に向けた各種パスポートの普及
（拡充)パスポートのアプリ化、パパママ応援ポイントの付与

新

拡

拡

拡
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みやぎで就活応援プロジェクト推進事業 88,745千円

インターシップ等を通じた学生と県内企業のマッチング支援
（拡充）県内就職情報総合ポータルサイトの構築

中小企業等オフィス改革推進支援事業 25,000千円

中小企業等のオフィス環境整備への支援

女性応援プロジェクト推進事業 27,390千円

大学と連携した企業訪問、キャリアプランセミナーの開催等

水産加工業女性活躍推進事業 7,280千円

女性が働きやすい職場環境づくりへの支援
（拡充）経営者・女性従業員へのスキルアップセミナーの開催

（３）社会増に向けた対策（R7の主な取組 約44.5億円）

外国人材の受入体制整備

質の高い雇用の創出

企業立地促進奨励金 3,974,000千円

県内に工場・事業所を新増設した企業への奨励金等

みやぎ企業立地奨励金 3,821,000千円

放射光関連企業立地促進奨励金 20,000千円

情報通信関連企業立地促進奨励金 100,000千円

テック系スタートアップ企業立地促進奨励金 33,000千円

放射光施設利用促進事業 70,000千円

「ナノテラス」の産業利用促進
(拡充)教育機関による利用の支援、中小企業等の利活用を支

援するネットワークの構築

テック系スタートアップ企業成長支援事業 29,000千円

「テクスタ宮城」の運営を通じたスタートアップ支援

Ⅲ 重点項目 １．人口減少対策

若者・女性に選ばれる環境整備

外国人材活躍推進事業 90,800千円

県内企業の外国人材受入・定着への支援
（拡充）外国人材活躍モデル企業の創出、外国人材のキャリア

アップ支援

現地人材サポート体制構築事業 60,000千円

外国人材の確保等に向けた現地拠点の設置・運営

外国人材ジョブフェア開催事業 55,000千円

外国人材の確保に向けた県内でのジョブフェアの開催

外国人材受入体制モデル構築事業 25,000千円

外国人材の県内定着に向けた日本語学校の受入体制構築支援

新

拡 拡

拡

新

拡

拡
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Ⅲ 重点項目 ２．ＤＸによる変革みやぎの実現

ＤＸ推進に向けた
行動指針

全ての県職員がＤＸに取り組む上で意識すべき共通事項

１.マイナンバーカードを活用

２.多くの力を集める

３.部局横断・県市町村横断で施策を展開

４.全ての県民がＤＸを感じられるような施策を

５.アジャイル型で施策を展開

全県で取り組むＤＸ ３つの分野に整理し、ＤＸを展開

暮らしの
ＤＸ

産業・地域の
ＤＸ

行政のＤＸ

マイナンバーカードの機能を活用して利便性の高い行政サービスや事務の効率化を目指す。

全県一丸となってDXを推進していくために、縦割りではなく部局横断・市町村横断で取り組む。

DXにより県民の利便性が向上し、「暮らしがよくなった」と感じられる施策を進める。

短期間でよいものは伸ばし、うまくいかなければ改善を繰り返して、その時点で最良のものを提供する。

スタートアップや能力のある学生など多様な主体と連携して、便利さと快適さを実感できるDXを推進する。
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ＤＸみやぎ推進事業 180,700千円

自然災害避難支援アプリ推進事業
原子力災害避難支援アプリ推進事業

38,252千円

広報アプリ「宮城県からのお知らせ」導入事業
県民アンケートアプリ推進事業
健康増進アプリ「みやぎ健康ウォーク」導入事業

5,940千円

入学者選抜出願システム構築事業 79,000千円

アプリによるサービス提供の基盤となる体制整備（基本使用料、各種ポイント付与、市町村
のアプリ導入補助、コールセンターの開設、出張相談会の開催等）

デジタル身分証アプリを活用した様々な分野での県民サービスの向上

（１）暮らしのＤＸ（R7の主な取組 約 4.2 億円）

県民の皆様に利便性や安全安心を感じていただくサービスの提供

Ⅲ 重点項目 ２．ＤＸによる変革みやぎの実現

災害時におけるアプリによる円滑かつ迅速な住民避難と効率的な避難所運営の実現

平常時におけるアプリによる各種県民サービスの提供

結婚応援パスポート・子育て支援パスポート普及事業（再掲） 117,600千円

民間も含めた社会全体で結婚や子育てを応援する機運醸成と、デジタル身分証アプリを活用
したポイント付与等による子育て世帯等の経済的負担の軽減

子育て環境の充実

ウェブ出願システムの導入による利便性の向上と業務効率化の推進

教育現場のＤＸ化による利便性の向上

みやぎまるっと
ポイントラリー

新
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保安林台帳デジタル化推進事業 39,000千円

Ⅲ 重点項目 ２．ＤＸによる変革みやぎの実現

（２）産業・地域のＤＸ（R7の主な取組 約 4.8 億円）
人手不足への対応や起業家精神を有する若者を惹きつける機運醸成と持続可能な社会に向けた取組

みやぎの施設園芸ネクストステージ事業 53,890千円

園芸ＤＸによる施設園芸の高度化と農業生産額の増大を図るために必要な施設及
び機械等の整備又は取得を支援

地域経済の活性化

自動点灯LED栽培

保安林台帳のデジタル化により森林クラウド情報を一元化し、県民等へのサービ
ス向上を図る

新

産業の生産性向上や生産者支援

地域ポイント等導入支援事業 313,000千円

県が発行する「みやぎポイント」による経済対策、市町村等によるデジタル地域
ポイントや商品券発行支援

ＤＸ関連スタートアップ支援事業 27,623千円

ＤＸ関連の新たなビジネスモデルを創出するピッチコンテストの開催等

産業のＤＸをけん引する人材の育成や起業家支援

デジタル人材採用・育成支援事業 42,846千円

県内IT産業の認知度向上のため行われる取組に対する支援及び新卒者等の未経験
者から高度デジタル人材までの育成
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（３）行政のＤＸ（R7の主な取組 約 1.2 億円）
県や市町村の業務におけるデジタル技術のさらなる活用と行政のＤＸを支える人材の育成

市町村ＤＸ推進支援事業 9,500千円

情報システムの標準化・共通化への支援など市町村のＤＸの推進支援

電子申請システム運営事業 15,133千円

インターネット等を活用して申請や届出ができる行政サービスを安定的に提供し、
住民・企業等への利便性の向上と行政事務の簡素化及び効率化を図る

庁内ＤＸ人材育成事業 12,197千円

職員のＤＸへの意識醸成とデジタルリテラシー向上に向けた研修開催

様々な内部事務の効率化と県民サービス向上

市町村支援

Ⅲ 重点項目 ２．ＤＸによる変革みやぎの実現

申請

受付

庁内の人材育成と職員確保に向けた取組

電子収納促進事業 78,389千円

窓口やオンラインでキャッシュレス決済を利用可能とし、県民の利便性の向上と行
政事務の効率化を図る

行政手続等デジタル化推進事業 3,245千円

県が行う契約の締結の際に利用するクラウド上の電子契約サービスの導入
契約書

同意同意
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Ⅲ 重点項目 ３．半導体をはじめとする成長産業の誘致・育成

半導体人材育成・産学連携推進事業 39,300千円

人材育成プログラムの設置支援、機運醸成など

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材戦略拠点(半導体)運営事業 11,284千円

企業への人材戦略マネジャー派遣、人材マッチング支援など

企業誘致活動強化事業（半導体人材関連）15,000千円

学生等の業界研究・オンデマンド講座受講支援など

みやぎシリコンバレー形成支援事業 約1.5億円

半導体人材の育成・確保

半導体産業の誘致活動強化

企業誘致活動強化事業（継続） 22,000千円

半導体産業等の誘致に向けた市場調査、情報収集など

対宮城県直接投資促進事業 14,579千円

ジェトロ、東北大学等と連携した海外企業の誘致活動など

半導体分野への参入促進・取引創出

県内ものづくり企業連携促進事業 20,686千円

県内中小企業による半導体サプライチェーン参入の促進

ものづくり海外販路開拓支援事業(半導体) 9,306千円

企業の技術力発信・商談機会の創出（SEMICON台湾出展など）

企業誘致活動強化事業（取引創出関連） 18,000千円

先進地域と連携した取引拡大に向けた調査研究など

拡

○「みやぎ半導体産業振興ビジョン」に基づき、人材育成や取引創出など、本県が有する
立地優位性の更なる向上を図りながら、生産拠点の柱となる関連企業の誘致活動を推進

【参考】みやぎ半導体産業振興ビジョン

優れた立地環境
土地・操業インフラ・
交通アクセス・住環境

我が国における半導体生産の重要拠点

「みやぎシリコンバレー」の形成をめざす

半導体人材の
育成・確保

半導体分野への
参入促進・取引創出

大規模事業用地の確保

国策としての半導体生産拠点の確保

富県戦略による
関連企業の集積

半導体製造装置・自動車

東北大学
世界トップレベルの

半導体研究・人材育成拠点

戦略的誘致活動

土壌

優位性

当面の取組

拡

新

新
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